
○山鹿市建築物耐震診断事業補助金交付要綱 

平成２３年３月２９日 

告示第３６号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、山鹿市建築物耐震改修促進計画に基づいて特定の建築物の耐震診断

を行う者に対する補助金の交付に関し、山鹿市補助金等交付規則（平成１７年山鹿市規

則第５３号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（平２４告示１９・一部改正） 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 山鹿市建築物耐震改修促進計画 本市が定める建築物の耐震改修の促進に関する

法律（平成７年法律第１２３号）第６条第１項に規定する市町村耐震改修促進計画を

いう。 

(2) 耐震診断 一般財団法人日本建築防災協会出版「２０１２年改訂版 木造住宅の耐

震診断と補強方法」に掲げる精密診断法により、建築物の地震に対する安全性を評価

することをいう。 

(3) 戸建木造住宅 専ら人の居住の用に供する木造の建築物又は人の居住の用に供す

る部分及び店舗等事業の用に供する部分を有する木造の建築物でその延べ面積の２分

の１以上が人の居住の用に供されるものであって、平成１２年５月３１日以前に軸組

構法による建築の工事に着手された市内に存する住宅で地階を除く階数が３以下のも

のをいう。ただし、共同住宅の用に供する建築物を除く。 

(4) 緊急輸送道路 建築物が地震によって倒壊した場合において、多数の者の円滑な避

難を困難とすることを防止するため、その敷地が接する建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図ることが必要と認められる道路として山鹿市建築物耐震改修促進計画に

おいて定められた道路をいう。 

（平２４告示１９・平２６告示６１・令７告示４２・一部改正） 

（補助の対象） 

第３条 補助の対象とする建築物の耐震診断は、次のとおりとする。 

(1) 山鹿市建築物耐震改修促進計画に基づいて実施される戸建木造住宅の耐震診断（以

下「戸建木造住宅耐震診断」という。） 

(2) 山鹿市建築物耐震改修促進計画に基づいて実施される次のいずれかに該当する建

築物の耐震診断（以下「緊急輸送道路沿道建築物耐震診断」という。） 

ア 次のいずれにも該当する建築物 

(ア) 平成１２年５月３１日以前に建築の工事に着手された建築物 

(イ) その敷地が緊急輸送道路に接する建築物で建築物の耐震改修の促進に関する

法律施行令（平成７年政令第４２９号）第４条に規定する建築物に該当するもの 

イ その敷地が緊急輸送道路に接する建築物のうち、地震によって倒壊した場合にお

いて、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがあるものとして市長が認めるも

の 



２ 前項に規定するもののほか、同項各号に掲げる耐震診断は、次の各号に掲げる耐震診

断の区分に応じ、当該各号に定める要件に該当するものでなければならない。 

(1) 戸建木造住宅耐震診断 次に掲げる全ての要件 

ア 市内の建築士事務所に所属する１級建築士、２級建築士又は木造建築士の資格を

有する者に委託して行うものであること。 

イ 市内に住所を有する者が行うものであること。 

ウ 市税を滞納していない者が行うものであること。 

エ 戸建木造住宅の所有者（所有者が２人以上ある戸建木造住宅にあっては、耐震診

断を行おうとする所有者以外の所有者全員の承諾を得た者に限る。）又は居住者（当

該戸建木造住宅の所有者全員の承諾を得た者に限る。）が行うものであること。 

(2) 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断 前号ウ及び次に掲げる全ての要件 

ア 建築事務所に所属する１級建築士、２級建築士又は木造建築士の資格を有する者

に委託して行うものであること。 

イ 建築物の所有者（区分所有の建築物にあっては建物の区分所有等に関する法律（昭

和３７年法律第６９号）第３条又は第６５条に規定する団体に、所有者が２人以上

ある建築物にあっては耐震診断を行おうとする所有者以外の所有者全員の承諾を得

た者に限る。）又は建築物の所有者全員の承諾を得た者が行うものであること。 

３ 第１項の規定にかかわらず、既にこの要綱に基づく補助金の交付を受けて耐震診断を

行った建築物の耐震診断については、補助の対象としない。 

（平２４告示１９・全改、令７告示４２・一部改正） 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、次の各号に掲げる耐震診断の区分に応じ、当該各号に定めるとお

りとする。 

(1) 戸建木造住宅耐震診断 別表の補助対象経費の額に応じ、同表の補助額に定めると

ころによる。 

(2) 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断 補助対象経費に１０分の９を乗じて得た額（そ

の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、補助金の

額は、６０万円を上限とする。 

２ 前項の規定による補助対象経費は、当該建築物の耐震診断に要する費用とする。ただ

し、緊急輸送道路沿道建築物耐震診断にあっては、建築物の延べ面積に１平方メートル

当たり２，０００円を乗じて得た額を限度とする。 

（平２４告示１９・全改、令７告示４２・一部改正） 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付の申請をしようとする者は、耐震診断に係る委託の契約を締結しよ

うとする日の３０日前までに建築物耐震診断事業補助金交付申請書（様式第１号）に、

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書（戸建木造住宅耐震診断にあっては様式第２号、緊急輸送道路沿道建築

物耐震診断にあっては様式第３号） 

(2) 承諾書（様式第４号） 

(3) 建築年を証明する書類 



(4) 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断にあっては、工程表 

(5) 耐震診断費用の見積書 

(6) 位置図 

(7) 住民票の写し 

(8) 市税の納税証明書 

(9) 登記事項証明書又は建築物の所有者を示す書類 

(10) 区分所有の建築物の耐震診断にあっては、当該建築物の耐震診断を行うことに関

する総会等の議事録 

(11) 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断にあっては、建築物の配置図、各階平面図、立

面図及び各求積図 

(12) 床面積の求積図及び計算表 

(13) 現況写真 

(14) その他市長が特に必要と認める書類 

（平２４告示１９・平２４告示８０・令７告示４２・一部改正） 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査及び

必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めるときは、予算の範囲

内で補助金の交付を決定し、その旨を当該申請をした者に通知する。 

（状況報告及び実地調査） 

第７条 市長は、必要があると認めるときは、耐震診断の内容について補助金の交付の決

定を受けた者（以下「補助事業者」という。）若しくは補助事業者に委託されて耐震診

断を行う者に報告を求め、又は職員に調査を行わせるものとする。 

（平２４告示１９・一部改正） 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、耐震診断が完了した後３０日を経過した日又は当該決定を受けた

日の属する年度の３月３１日のうちいずれか早い日までに、建築物耐震診断事業実績報

告書（様式第５号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 耐震診断結果報告書 

(2) 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断にあっては、耐震評価書等の写し 

(3) 耐震診断に係る契約書の写し 

(4) 耐震診断の実施状況を示す写真 

(5) その他市長が特に必要と認める書類 

（平２４告示１９・一部改正） 

（関係書類の管理等） 

第９条 補助事業者は、耐震診断に係る経費についての収支の事実を明確にした記録その

他の帳簿書類を作成し、当該決定を受けた日の属する年度の終了後５年間保存しなけれ

ばならない。 

（平２４告示１９・追加） 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 



（平２４告示１９・旧第９条繰下） 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

（平２４告示１９・旧附則第１項・一部改正） 

附 則（平成２４年３月２６日告示第１９号） 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年６月２８日告示第８０号）抄 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２８日告示第６１号） 

この要綱は、平成２６年３月２８日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２９日告示第７０号） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年２月１５日告示第２６号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月２８日告示第４２号） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

  附 則（令和８年３月２３日告示第２８号） 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する 

 

別表（第４条関係） 

                             （単位：円） 

補助対象経費 補助額 補助対象経費 補助額 

  204,000以上 158,000 181,000 150,000 

203,000 157,000 180,000 150,000 

202,000 157,000 179,000 149,000 

201,000 157,000 178,000 149,000 

200,000 156,000 177,000 149,000 

199,000 156,000 176,000 148,000 

198,000 156,000 175,000 148,000 

197,000 155,000 174,000 148,000 

196,000 155,000 173,000 147,000 

195,000 155,000 172,000 147,000 

194,000 154,000 171,000 147,000 

193,000 154,000 170,000 146,000 

192,000 154,000 169,000 146,000 

191,000 153,000 168,000 146,000 

190,000 153,000 167,000 145,000 

189,000 153,000 166,000 145,000 



188,000 152,000 165,000 145,000 

187,000 152,000 164,000 144,000 

186,000 152,000 163,000 144,000 

185,000 151,000 162,000 144,000 

184,000 151,000 161,000 143,000 

183,000 151,000 160,000 143,000 

182,000 150,000   159,000以下 補助対象経費に９／

１０を乗じて得た額

（ 1,000円未満切捨

て） 

  備考 補助の対象経費に、１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた

額を補助対象経費とする。 

 

 

 

 



様式第1号(第5条関係) 

年  月  日  

 

 (宛先)山鹿市長 

 

(申請者)住 所              

氏 名              

(署名又は記名押印)     

電話番号             

 

建築物耐震診断事業補助金交付申請書 

 

 山鹿市建築物耐震診断事業補助金交付要綱に基づく補助金の交付を受けたいので、同要

綱第5条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

 1 事業実施場所 

 

 2 事業予定期間      年  月  日から 

               年  月  日まで 

 

 3 補助金申請額    金        円 

 

 ※添付書類 

 (1) 事業計画書 

 (2) 承諾書 

 (3) 建築年を証明する書類 

 (4) 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断にあっては、工程表 

 (5) 耐震診断費用の見積書 

 (6) 位置図 

 (7) 住民票の写し 

 (8) 市税の納税証明書 

 (9) 登記事項証明書又は建築物の所有者を示す書類 

 (10) 区分所有の建築物の耐震診断にあっては、当該建築物の耐震診断を行うことに関

する総会等の議事録 

 (11) 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断にあっては、建築物の配置図、各階平面図、立

面図及び各求積図 

 (12) 床面積の求積図及び計算表 

 (13) 現況写真 

 (14) その他市長が特に必要と認める書類 



様式第2号(第5条関係) 

事業計画書 

建

物

概

要 

事 業 者 氏 名   

事 業 実 施 場 所   

用 途 
□ 一戸建て住宅 

□ 併用住宅(□店舗 □事務所 □その他) 

床

面

積 

 住宅部分 住宅以外の部分 合 計 

平成12年5月31

日以前に着工

した面積 

m2 m2 m2 

平成12年6月1

日以降に着工

した面積 

m2 m2 m2 

合 計 m2 m2 m2 

建 築 年 月 日 

(完成した日) 
年  月  日 

建 築 確 認 
( 有 ・ 無 )      年  月  日 

           第        号 

設 計 図 書 有 ・ 無 

建築士事務所名 

所 在 地 

建築士氏名 

建築士登録番号         氏名 

補 助 対 象 経 費 

（ 消 費 税 込 ） 
耐震診断に要する費用        円 

補 助 金 申 請 額 別表の補助対象経費に応じた補助額       円 

備 考 

 



様式第3号(第5条関係) 

事業計画書 

事 業 者 
住 所 (所 在)   

氏 名 (名 称)   

建 築 物 概 要 

所 在 地 山鹿市 

建 物 名 称   

用 途   

構 造   

階 数 地上   階・地下   階 

延 べ 面 積 m2 

建 築 年 月 日 

(完 成 し た 日) 
   年 月 日 

建 築 確 認    年 月 日  第   号 

検 査 済 証 有 ・ 無 

診 断 者 

建 築 士 事 務 所 

(     )建築士事務所 

(  )登録 第      号 

所在地 

建 築 士 
(  )建築士(  )登録第  号 

氏名 

補助金申請額の算出

方 法 

(1,000円未満切捨て) 

補 助 対 象 経 費 (A) 円  

A × 9／10  (上 限 60 万 円) 円  

 備 考 

 



様式第4号(第5条関係) 

年  月  日 

 

 (宛先)山鹿市長 

 

承諾書 

 

  私が所有する下記住宅について、       が耐震診断を実施することを承諾し

ます。 

 

住 宅 の 所 在 地   

所 有 者 

住所 氏名 

   

   

   

   

   

   

   

   

備考 氏名の欄は、署名又は記名押印をしてください。 



様式第5号(第8条関係) 

年  月  日 

 

 (宛先)山鹿市長 

(申請者)住 所              

氏 名              

(署名又は記名押印)     

電話番号             

 

建築物耐震診断事業実績報告書 

 

    年  月  日付け第     号の交付決定に基づき、耐震診断を実施したの

で、山鹿市建築物耐震診断事業補助金交付要綱第8条の規定により、下記のとおり関係書類

を添えて、その実績を報告します。 

 

記 

 

 1 事業実施場所 

 

 

 2 補助金交付決定通知額  金       円 

 

 

 3 事業完了年月日 

 

 

 

 

 

 

 ※添付書類 

 (1) 耐震診断結果報告書 

 (2) 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断にあっては、耐震評価書等の写し 

 (3) 耐震診断に係る契約書の写し 

 (4) 耐震診断の実施状況を示す写真 

 (5) その他市長が特に必要と認める書類 


